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本日ご議論頂きたい事項

 技術的課題の克服については、2021年度より「蓄電池等の分散型エネルギーリソース
を活用した次世代技術構築実証」を開始したところであり、今年度の事業概要を報告
させていただくとともに、来年度以降の考え方についてご議論いただきたい。
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バーチャルパワープラント構築実証について（2016～2020年度）

 資源エネルギー庁では、VPP実証事業※（2016～2020年度）を通じ、アグリゲーションビジネス
にかかる技術面の支援を実施してきたところ。

 2020年度は実証結果の需給調整市場（三次調整力②）の事前審査への活用も可能とする
等、事業者の市場参画を促してきた。

※需要家側エネルギーリソースを活用
したバーチャルパワープラント構築実証
事業費補助金

電源Ⅰ‘電源Ⅰ-a 電源Ⅰ-ｂ

三次調整力②三次調整力①二次調整力① 二次調整力②一次調整力 電源Ⅰ‘

応動時間
数秒 数分 数十分 数時間

＜2016年度＞
●応動時間：～4時間前
●指令値変更：無し
●制御技術（手動、単一リソースを制御）

＜2017年度＞
●応動時間：～15分前
●指令値変更：無し
●制御技術（自動、複数リソース）

＜2018年度＞
●応動時間：15分～45分前 ●継続時間：4時間
●指令値変更：有り ●制御技術(上げDR、フィードバック制御)

＜2019年度＞
●応動時間：数秒～45分前 ●継続時間：30分~3時間 ●指令値変更：有り
●制御技術(上げDR、周波数を検知し秒単位での自動制御)
●制御量評価（秒単位の指令における計量、基準となる想定需要の予測技術）

2021年度 需給調整市場(三次調整力②より順次) 開設

エ
ネ
ル
ギ
ー
リ
ソ
ー
ス
の
量
・
種
類

速い 遅い

＜2018年度~19年度＞
V2G事業
●EVから系統への充放電制御
●車の用途別にEVのエネルギー
リソースとしてのポテンシャル分析

＜2020年度（最終年度）＞
●応動時間：数秒～45分前 ●継続時間：30分~3時間 ●指令値変更：有り
●制御技術(実市場のルール・システム要件に即した実証（実証結果は三次②事前審査に活用可）、

需要予測精度の向上)
●EV等エネルギーリソースの拡大
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（参考）VPP構築実証事業の各年度の概要

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度

高度制御型ディマンド
リスポンス実証事業
(B事業)＊

ネガワット取引に係る共通基盤シ
ステムの開発・調査・研究・接続

実証(B-2事業)
目的：国内でDRを広く普及するため、
B‐1事業で採択された者と連携し、
B‐1事業の実証を行うために必要とな
る共通基盤システムの開発・調査・研

究・調査・接続実証を行う

VPP基盤事業
(D事業)

目的：A事業で採択された親アグ
リゲーターのVPP実証を支援し、事
業課題等の調査・分析及び必要
なシステム開発を行う

VPP基盤整備事業(A事業)
目的：B事業（B-1事業）で採択されたVPPアグリゲーターの実証を支援、事業課題等の調査・分析及び必
要なシステム開発を行う

バーチャルパワープラント
構築事業
(A事業)＊

アグリゲーター事業(A-1事業)
目的：高度なエネルギーマネジメン
ト技術を活用し、蓄電池等のエネ
ルギー設備やDR等の需要家側の
取組等、電力グリッド上に散在する
エネルギーリソースを統合的に制御
し、あたかも一つの発電所のように
機能させる取組を通じて、需要家
側のエネルギーリソースを統合的に
制御するアグリゲーションビジネスに
おけるビジネスモデルの確立を目指
す

VPP構築実証事業
(A事業)

目的：B・D事業で採択されたリ
ソースアグリゲーター及びVPP基盤
事業者と共同でVPP実証を行い、
VPP構築に向けて技術実証、制
度的課題の洗い出しを行う

VPPアグリゲーター事業
(B-1事業)

目的：VPP基盤整備事業者からのDR指令を受けて、VPP実証を行い、
VPP構築に向けて技術実証、制度的課題の洗い出しを行う

VPPアグリゲーション事業
(B事業)

目的：VPP基盤整備事業者から
のDR指令を受けて、VPP実証を
行い、VPP構築に向けて技術実証、
制度的課題の洗い出しを行う
または電動車等(EV/PHV)を活用
し、V2G実証を行い、V2G構築に
向けて技術実証、制度的課題の
抽出を行う

VPPアグリゲーター事業（V2G）
(B-2事業)

目的：電気自動車等（EV/PHV）を活用し、V2G実証を行い、V2G
構築に向けて技術実証、制度的課題の抽出を行う

注）2016年度はB-1、 A-2事業も存在するが、それ以降の実証事業の枠組みとは異なるものであるため、上記表には記載していない
注）コンソーシアム形式の事業者においては、代表事業者のみを記載

早稲田大学

アズビル、関西電力、
東京電力EP、日本電気、
エナリス、SBエナジー、ローソン

関西電力、アズビル、
エナリス、SBエナジー、ローソン、
グローバルエンジニアリング

早稲田大学、東京電力PG、関西電力

関西電力、東京電力HD、
SBエナジー、ローソン、
アズビル、エナリス

九州電力、東京電力HD、豊田通商、東北電力

関西電力、東京電力HD、
SBエナジー、ローソン、

アズビル、エナリス、中部電力

関西電力、東京電力HD、
SBエナジー、ローソン、
アズビル、エナリス、

中部電力ミライズ、九州電力、
豊田通商、東北電力

早稲田大学、
東京電力PG、関西電力送配電

 2020年度は10コンソーシアム（計94事業者）が参加。制御可能なリソース量は計62MW。



各電力市場におけるアグリゲーターの参画の促進

 2021年度より需給調整市場等の開設、2022年度からはFIP制度の開始や特定
卸供給事業者（アグリゲーター）ライセンスの開始等、アグリゲーションビジネスに関連
する市場や制度の開始より、更なるビジネスの活性化が期待。

 これらのビジネスへの参入促進と関連する技術の高度化支援等のため、2021年度から
「蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技術構築実証事業」を開始。
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2020FY 2021FY 2022FY 2023FY 2024FY 2025FY~

容量市場
需給調整市場

FIP制度

特定卸供給事業
ライセンス

容量市場
初年度入札

容量市場
初年度運用

需給調整市場
三次②開始

需給調整市場
三次①開始 需給調整市場

二次/一次開始

調整力公募（需給ひっ迫用予備力）

FIP制度の導入

ライセンス導入

既に分散型リソースによる参入が実現しており
更なる活躍が期待される

今後、分散型リソースの参入と活躍が期待される



2021年度実証事業の概要

 2021年度の実証事業においては、「ダイナミックプライシング実証」「DERアグリゲー
ション実証」「再エネアグリゲーション実証」の技術課題に対応する実証を開始したところ。

名称 2021年度の主な実証内容 参加事業者（代表者を記載）

ダイナミックプライシング実証 • 卸電力市場価格等に連動する電気料金
（ダイナミックプライシング）の導入により、
電動車ユーザーの充電タイミングのシフトを
促し、再エネの有効活用を図る。

• ダイナミックプライシングの導入による電力
系統への影響等について、評価する。

 出光興産株式会社
 アークエルテクノロジーズ株式会社
 株式会社メディオテック
 エフィシエント株式会社
 MCリテールエナジー株式会社

DERアグリゲーション実証 • 分散型リソースを集約し、需給調整市場
（一次～三次②※）、容量市場発動指
令電源、市場価格連動DRといった調整
力・供給力として提供するための技術実
証を行う。

※三次②については、低圧リソースのみが対象（事前審査等の効
率的な実施手法の検討を含む）

（基盤整備事業者）
 学校法人早稲田大学

（アグリゲーションコーディネーター）
 株式会社エナリス
 関西電力株式会社

再エネアグリゲーション実証 • FIP制度の導入を見据え、太陽光等の変
動性再エネと蓄電池等の分散型リソース
を組み合わせたり（アグリゲーション）、発
電予測や市場価格予測技術を活用する
こととで、発電インバランスの回避や収益
性の向上を目指すための技術実証を行う。

 株式会社エナリス
 東芝ネクストクラフトベルケ株式会社
 SBエナジー株式会社
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蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した
次世代技術構築実証事業 令和3年度予算額 45.2億円（新規）

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
（１）省エネルギー課

新エネルギーシステム課
03-3501-9726

（２）新エネルギーシステム課
03-3580-2492

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

国 民間団体等

補助

事業イメージ

事業目的・概要

蓄電池等の分散型エネルギーリソース（DER）は、需給ひっ
迫時の一般送配電事業者によるディマンドリスポンスへの活用
等の実績が出てきており、今後は平時も含め、更なる活用機
会の拡大が期待されています。また、FIP制度の導入等を踏ま
え、太陽光発電等の再生可能エネルギー（再エネ）の更な
る活用に向けた取組拡大や技術向上が必要です。

そこで、再エネ電気を最大限活用するため、卸電力市場価格
に合わせ、電動車の充電時間をコントロールする等の実証を
行います。また、多数の再エネやDERを束ね（アグリゲーショ
ン）、正確に制御する技術等の実証を行います。

これらの取組を通じ、DERを活用した効率的な電力システム
の構築と、再エネの普及拡大に貢献します。

成果目標

本事業は3年間の事業であり、令和3年度は、料金メニューの
開発や電動車充電シフトに向けた実証対象拡大、再エネと
蓄電池等のDERを組み合わせた需給バランス制御技術の構
築等を行います。

（２）再エネ発電等のアグリゲーション技術実証

• FIP制度の導入等により、更に変動性の高まる太陽光等の
再エネと蓄電池等のDERを組み合わせ、需給バランス確保
のための発電量予測やリソース制御に必要となる技術の実
証を行います。

• DERの更なる活用に向け、今後の市場展開を見据え、蓄
電池やエネファーム等からの逆潮流・周波数調整機能や
IoT技術等も活用した制御技術の実証を行います。

（１）ダイナミックプライシングによる電動車の充電シフト実証

• 再エネ電気の供給量に応じた卸電力市場価格に連動して
電動車の充電タイミングをシフトする取組を拡大します。

• 小売電気事業者と電動車ユーザーに経済性のある電動車
利用支援アプリと小売電気料金メニューの開発を進めます。

民間事業者等

補助（定額、1/2以内、1/3以内）

分散型リソースの更なる活用
・逆潮流・周波数調整機能やIoT技術等を活用した
分散型リソースの制御による系統安定化への貢献

逆潮流

順潮流

エネファーム・蓄電池（リユース含む）等

再エネ（太陽光等）

系統
電動車

FIP電源
に移行

双方向の電力を適切にコントロール

再エネ発電アグリゲーション
・太陽光や蓄電池等を組み合わせた、
より高精度な発電予測・制御

ダイナミックプライシングによる電動車の充電シフト
・DPや行動支援アプリによるユーザーの充放電タイミングのシフト
・余剰太陽光発電の電動車での自家消費（充電）

蓄電池
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2022年度以降の取り組みについて

 2022年度からFIP制度やアグリゲーターライセンス制度の導入が始まることを見据えれば、アグリゲーター
の裾野を広げ、（その結果として）分散型リソースの導入拡大やポテンシャル発掘を促進することが必要。

 アグリゲーションビジネスの要となるアグリゲーションコーディネーター（AC：ライセンスの対象）は、複数のリ
ソースアグリゲーター（RA）もしくはリソース保有者との契約のとりまとめ、サイバーセキュリティ対策も含めたリ
ソース全体の制御指令の管理等、アグリゲーションビジネス全体をとりまとめる事業者であり、円滑な事業遂
行のためには一定のノウハウ・経験が必要。

 また、2024年度から開始される一次・二次調整力（需給調整市場）等においては、より高度な制御技術が
求められる中で、蓄電池や生産プロセス等の各リソースが実際に活用し得るかの「実力評価」も重要である。

 そこで、2022年度以降は、ACの候補となり得る事業者※の拡大（ACとして、リソースを集めたり、RAを束ね
たり、それらを市場等で活用したりする上での必要最低限の技術力の育成）や、リソースの高度制御に関す
る実態調査についても検討していく予定。
※AC候補としては、これまでACとして十分な実績を有していない事業者（従来のRA等）や、蓄電池の制御技術開発を進めるベンチャー企業等が想定される。

アグリゲーション
コーディネーター
（AC）

リソース
アグリゲーター
（RA）

アグリゲーター
ライセンスの対象

例：蓄電池や生産プロセス等の高度な
制御技術を持つベンチャー企業等

今後ACとなることを期待

リソースの高度制御に
関する実態の把握
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分散型エネルギーリソースを活用したローカルフレキシビリティの検討

 太陽光発電等の再エネは、電力系統のうち配電系統（配電用変電所以下の系統）やローカル
系統に設置されることが多い。

 しかし、再エネの発電が当該エリア内で消費しきれないような場合には、変電所から上位系統に
電気が逆流することとなるが、上位系統や変電所内の設備の容量を超過するおそれがある場合、
系統増強が終了するまで再エネの系統接続が制限される等、再エネのポテンシャルを十分に発揮
できない可能性がある。

 このような場合に、同地域内にあるEVや蓄電池等のDSR・DERで需要を創出（上げDR）する
ことで、上位系統に逆流する電気を減らすことができ、再エネの有効活用を図ることができる。この
ように、系統の運用状況に応じて地域内での上げDR（又は下げDR）を柔軟に実施できるように
すること（能力）を、「ローカルフレキシビリティ」という。

配電用
変電所 配電用変電所より下位の配電系統において、再エネ

発電量に合わせてEVや蓄電池等の需要を創出

⇒ローカルフレキシビリティ
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NEDOによるFS調査の概要

 ローカルフレキシビリティの実現可能性について、NEDOにおいて調査事業を実施中。

 この結果も踏まえ、2022年度以降のプロジェクトの実施についても、今後検討していく。

2020年度（実施済み） 2021年度（今後実施予定）

①国内・海外調査 • 【国内】ローカルフレキシビリティ活用のユースケー
スの抽出（系統増強の繰り延べ、設備のダウン
サイジング等）と費用便益評価の実施

• 【海外】ローカルフレキシビリティ活用のユースケー
ス調査（配電線過負荷回避、全系統の調整
力調達等）

• 【国内】コネクト＆マネージ等の制度議論が進む中で
のローカルフレキシビリティの位置づけ整理、システム
運営主体の明確化、費用便益の算定 等

• 【海外】上記検討に資する海外での制度面・技術面
の調査

②ソリューション・
システム調査

• 海外におけるローカルフレキシビリティのプラット
フォームシステムの調査（機能等）

• ローカルフレキシビリティシステムに関するステークホル
ダーの役割分担、各ユースケースの業務プロセス詳細
化、ステークホルダーごとのシステムにおける必要な機
能の整理、通信プロトコルの検討 等

③必要な技術開発
項目等の整理

• ローカルフレキシビリティシステムの構築に必要な
技術開発項目の整理（リソース設備管理、系
統潮流の計算、フレキシビリティの募集プロセス、
指令信号の発信、精算プロセス等）

• ローカルフレキシビリティの実現に向けた制度上
の課題整理（ノンファーム型接続等との役割分
担、託送制度上の位置づけ、需給調整との協
調、システム運営主体の明確化等）

• 上記②の検討を踏まえ、今後必要な技術開発項目
と、実施すべき事項の明確化

• 今後のフィールド実証を見据えた実証計画の内容及
びスケジュールの立案

実施体制 三菱総合研究所、早稲田大学、
東京電力PG、関西電力送配電

三菱総合研究所、早稲田大学、
東京電力PG、関西電力、関西電力送配電、京セラ


